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○大沼 久議長 おはようございます。 

  これより本日の会議を開きます。 

  本日の会議に欠席の通告議員はございま

せん。よって、ただいまの出席議員は定足

数に達しております。 

  本日の会議は、配付しております議事日

程第３号をもって進めます。 

 

 

  日程第１ 市政一般に関する質問 

 

 

○大沼 久議長 日程第１、市政一般に関す

る質問を昨日に引き続き行います。 

  これより、個人質問を行います。 

 

 

   蒲生吉夫議員の質問 

 

 

○大沼 久議長 それでは、順次ご指名いた

します。 

  順位６番、議席番号17番、蒲生吉夫議

員。 

   （17番蒲生吉夫議員登壇）（拍手） 

○１７番 蒲生吉夫議員 おはようございま

す。 

  今回のこの質問は、私も議員生活19年に

なりまして、数え間違いをしていなければ、

一般質問、予算総括質疑、決算総括質疑な

ど含めまして100回目というふうになります。

ほかの人はどうあれ、自分にとっては記念

の質問というふうに自分では思っていると

ころでありますので、順次通告しておりま

す２点についてご質問を申し上げたいと思

います。 

  最初に、長井市まちづくり基本条例の制

定についてお聞きいたします。 

  本条例を制定する背景として、第四次基

本構想で「市民ニーズに対応した組織づく

りと市政の住民意見の反映のための手法を

検討し、まちづくり基本条例の制定に取り

組みます」となっておりまして、５月27日

の市長のレクチャーを始め、数度のプロジ

ェクトチームの開催、策定懇話会の開催、

セミナー、法令審査会の審査など、作業は

丁寧に進められたと思いますが、この条例

案に私の感想を述べたいと思います。 

  まず、きれいにまとめられた前文と第１

条の目的では、目的意識が明確でないから

なのか、条例全体の流れがまちづくり基本

条例ではなく、どちらかというとまちづく

り宣言的に感じられ、この条例があっても

むだということではありませんが、ない場

合であっても何ら差し支えることなく市民

生活を送ることができると思われます。 

  同時に、この条例が成立することによっ

て個別条例との関係で矛盾が出てくるので

はないかとの心配です。 

  私の感想を述べたところで、最初に市長

にお伺いいたします。 

  市の条例は大きく二つに分けられます。

上位法に基づき根拠として市の条例で定め

るもの、もう一方は、それらによらない独

自に定める条例があると思いますが、この

たびのまちづくり条例は後者だと思います。

この条例を制定したいと考えた積極的な理

由についてまずお聞かせを願いたいと思い

ます。 

  これ以降、具体的な中身で作業について

も企画調整課長にお聞かせを願います。 

  まず最初に、条例の並びについてですが、
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第９条のこの条例の位置は、第３条の基本

理念の前か後に置くのが自然な形と考えら

れますが、法令審査会などで検討なされな

かったのかということであります。 

  第９条で「この条例は、市が定める最高

規範であり、市は、他の条例、規則等の制

定及び改廃に当たっては、この条例の内容

を尊重し、この条例に適合させなければな

らない」とかなり大上段に構えた条例にな

っていますが、具体性に乏しいこの条例を

個別条例にどのように適合させることがで

きるのでしょうか。困難を極めると思いま

すが、考え方をお聞かせください。 

＋ ＋

  また、適合させなければならないのは、

制定、改廃の時だけであり、最高規範であ

るこの条例ができても既存の個別条例は適

合してないとしても見直し作業はしないと

いうことになるのでありましょうか。 

  具体的に一つ例を申し上げます。 

  この条例にはなぜか第19条に個人情報の

保護があり、第10条に情報公開の推進があ

り、政策の形成過程にあるものについても、

業務に支障の出ないものであれば任意に情

報を提供するとしていますが、解説でここ

まで説明するのであれば、個別条例の長井

市情報公開条例も手を加えるところが出て

くるのではないかと思うところであります。

その必要がないとするなら、この情報公開

の推進の第10条並びに同様の考え方で第19

条の個人情報保護についても第18条行政手

続の確保も含めて不要になるのではないか

と考えますが、いかがでありましょうか。 

  もっとわかりやすく言いますと、16条か

らなる情報公開条例や規則、情報公開調査

委員会規定、また30条からなる個人情報保

護条例、規則、さらに長井市情報公開・個

人情報保護審査会条例、規則など、丁寧に

議論され、しっかりとした条例ができてい

ると考えられます。にもかかわらず、この

第９条の最高規範としている、いわゆる上

位条例となる条項の必要性が理解できませ

ん。わかるようにご説明をお願いしたいと

思います。 

  同様に第18条、公正な行政手続の確保に

ついても、平成５年に施行した行政手続法

を上位法として長井市行政手続条例が制定

されたわけですが、改めて第18条に抽象的

な表現で制定されれば、市条例と上位法の

間にある条例ということになりますので混

乱をすることにならないのでありましょう

か。 

  第24条で出資法人について書いてありま

すが、ここで言っております出資法人とは

現在どの団体を指しているのかを先にお聞

かせを願いたいと思います。どういう団体

を言っているのかをお聞かせ願いたいと思

います。 

  第２項で「市長は、出資法人に対し、ま

ちづくりに関して市と同等の措置を講ずる

よう指導を行うものとする」としていて、

大変な条例だと思います。行政の長が出資

法人に対して指導するということの意味は、

国語的にいうと、ある目的に向かって教え

導くこととなりますが、行政が指導という

言葉を使う場合は、今度私が来るときまで

に指摘したところは直しておけということ

を意味していると思われます。出資法人と

はいえ、それぞれの団体が理事会や評議会、

取締役会など団体の意思決定機関がありま

すので、必ずしも市と同等の措置をという

ことは行政の高圧的な支配的な意思を表現

しているものと私は感じております。ご見

解をお伺いし、第１項目の質問とします。 

  二つ目に、国民保護法と長井市国民保護

協議会条例の制定について。 

  私は議員になって19年になろうとしてい
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ますが、これぐらいきな臭い香りの条例を

審議するのは初めてのことだと思います。 

  この条例は武力攻撃事態などにおける国

民の保護のための措置に関する法律。いわ

ゆる国民保護法の成立により、国民を保護

する計画を策定するために協議会を設置し

ろというものに基づき提案されたと理解を

しております。 

＋

  背景としては、「2001年の9.11アメリカ

のツインタワービルへのテロ攻撃、自爆テ

ロ、日本近海での領海侵犯、周辺国でのミ

サイル実験といった国民の不安の高まりに

よって、国民の生命、身体及び財産を保護

するために態勢の整備が重要となってき

た」と説明しています。 

  また、先の背景により、関連した法律が

次々と成立をしました。 

  平成15年から16年にかけて、日本への武

力攻撃の際などに取る手続や、関連法整備

の方針を明確にした武力攻撃事態対処法、

私有地や家屋の強制使用、緊急通行を認め

るなど自衛隊の行動を円滑化の自衛隊法の

一部改正、安全保障会議の役割の明確化・

強化の安全保障会議設置法の改正など、い

わゆる有事関連７法の成立であり、基本的

には戦争を遂行するための法律との認識を

持っています。 

  戦争という最大の危機に国民をさらしな

がら耳障りよく国民保護と言っているので

すから極めて欺瞞的であります。国民保護

法は日本の国土で戦うことを前提とした法

律ですから、自衛隊がいかに作戦を有効に

行い、戦闘に勝つかということで、米軍も

自衛隊もそれに専念することになります。

ですから国民保護法の本質は戦争を効率よ

く行うために邪魔になる国民をいかに処置

するか、使える国民をいかに協力させ、動

員させるかということを国民保護法の名の

もとに行われ、戦争が起こっていない平常

時から訓練が必要とされていますし、決め

られたことを守らなければ罰則がたくさん

あり、私権が侵害されるといった認識を私

は持っております。 

  このたびの条例は、その片棒を担ぐ計画

策定のために県及び市町村が準備をしろと

いうことだと思います。 

  この１月に策定された山形県国民保護計

画の100ページに及ぶ全部を私は読ませてい

ただきました。長井市においてもこういっ

たものを下敷きにして長井市版がつくられ

るよう計画されると考えられますが、市長

は国民保護法や国民保護計画についてどの

ように認識しておられるかをお聞かせを願

いたいと思います。 

  次に、もう一つ市長にお伺いいたします。 

  国民保護法の背景の第一に9.11テロ攻撃

を上げていますが、9.11がなくても政府は

成立をねらっていたという法律だと思いま

す。当面は朝鮮半島の有事で北朝鮮の核開

発を阻止するため、米軍として北朝鮮を攻

撃するとき、後方軍事拠点として日本を使

わないわけにはいかないということであり

ます。9.11のテロに対してブッシュ政権が

対テロ戦争を開始したことに起因をして、

日本政府は米軍に対してテロ特別措置法で

アフガニスタンに海・空自衛隊による兵た

ん支援作戦、後方支援作戦を実施し、イラ

ク特別措置法で陸上自衛隊を送り、ブッシ

ュ政権の戦争に参戦をしました。 

  2003年11月に小野清子国家公安委員長が

国会で日本はアルカイダのテロの標的にな

るのではないかという質問に対しまして、

次のように答えております。「なります。

なぜならアメリカの行動を明確に支持し、

テロに対処するに当たっての国際協力に日

本が積極的に協力しているからだ。」と答
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弁しております。 

  この関係で2003年６月定例議会一般質問

で私は有事関連３法案と地方自治体の関連

について質問をしています。武力攻撃事態

の対処に市はどんな責務が、または必要な

協力とは一体何かといった質問に対して、

市長からは、国民保護法案について１年以

内の整備を目指すということで発言の場が

あると思う。地方自治体との関連について

はこれからなので詳細言及できる段階にあ

りませんと答弁していますが、国民保護法

に対して市長は意見を述べる機会はなかっ

たのではないかと思います。なぜなら2000

年から施行された地方分権一括法で日本は

分権の流れにあります。しかし、少なくと

も軍事については逆で、中央集権の流れに

なっています。 

＋ ＋

  つまり、外交と軍事は国がやることで、

地方自治体には関与させないというように

したのであります。ですから、国民保護法

に対して自治体が実施するすべてが縛りの

強い法定受託事務であり、地方自治体の意

見など入り込むすき間を与えていないもの

と考えられます。市長の見解をお願いをい

たしたいと思います。 

  これ以降、総務課長に端的にお伺いいた

します。 

  まず、国民保護法に対して、この協議会

が設置されれば長井市国民保護計画が策定

されるまで議会としては何ら議論されるこ

となく計画ができ上がり、単に報告として

処理されると考えられるが、取り扱いはこ

のようになるのでありましょうか。 

  このたび提案されております長井市国民

保護協議会条例の条文だけを見ていきます

と、何がなんだかわからないわけですが、

国民保護法第40条第１項から第７項までは

国が法律で決めているので、第８項だけ条

例で定めるように指示しているようであり

ます。 

  第40条の条文によると、30人以内の協議

会の委員は、市町村長が任命をし、会長は

互選ではなく、任命者本人、すなわち市長

がなる。さらに委員は１、指定行政機関の

職員。２、自衛隊に所属する者。（防衛庁

長官の同意を得た者に限る。）３、当該市

町村に属する都道府県の職員。４、助役。

５、教育長，消防長。６、市町村の職員。

７、指定公共団体または指定地方公共機関

の役員または職員。８、国民の保護のため

の措置に関して知識または経験を有する者。

このように見ていくと、８だけが一般市民

から選出する委員という理解と思いますが、

どのようにして１から８までの所属人数を

定めるのかをお聞かせを願いたいと思いま

す。 

  法では、専門委員も置くことができると

なっていて、条例では解任のことだけ書い

てありますが、専門委員の任務についてど

のように考えておられるかをお聞かせを願

いたいと思います。 

  また、第40条の法の定めにはない部会を

長井市の条例では置くことができるように

なって提案されていますが、どのような組

織で、どのような事務をすることになるの

でありましょうか。 

  次に、国民保護法の第42条で訓練につい

てうたっています。ここでは阪神淡路大震

災の教訓により整備された災害対策基本法

により、長井市地域防災計画が整備され、

市内各地区を回り防災訓練が開催されてい

ますが、ここで言っているのは、有機的な

連携を図られるよう配慮しろということの

ようですが、主に自然災害のために対応し

た訓練に加えて、武力攻撃に対応できる訓

練を取り入れろという理解になるのであり
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ましょうか。 

  まず、ここまで壇上からの質問といたし

たいと思います。ご清聴ありがとうござい

ました。（拍手） 

＋

○大沼 久議長 目黒栄樹市長。 

○目黒栄樹市長 蒲生吉夫議員のご質問にお

答えを申し上げます。 

  まず、まちづくり基本条例の制定の意義、

あるいは必要な理由についてでありますが、

一つはやっぱり人口減少社会に入ってきた

と。少子高齢化社会がこれから進むと。そ

うしますと、社会もかなり変わってまいり

ますし、市民の皆様からもさらにいろいろ

なニーズが出てくると。子育てをもう少し

とか、いろいろなニーズが出てくると。そ

ういったことにまず対処していかなければ

いけない。 

  ２番目には、戦後60年たちまして、成熟

社会になってきたと思います。いわゆるソ

ーシャルインフラストラクチャー、社会資

本の基盤整備は相当進んできたと。そして

コミュニティも多様な形になってきたと思

います。従来の地縁型、地区とか、そうい

う地縁型のコミュニティ、これは公民館活

動や地区活動等で対応してきたわけであり

ますが、ある意味で目的型のコミュニティ、

ＮＰＯ法人ですね。これは市民運動から出

てきたわけですが、目的型のコミュニティ

も出てきたと。そういった場合に、みずか

らの社会、みずからの地域社会を守るため

にはできるだけ自分たちも参加をして、自

分たちも役割を担っていこうという背景が

出てきたと思います。 

  ３番目は、やっぱり地方財政も非常に苦

しくなってくる。国家財政が苦しいのはも

う論をまたないわけでありますが、地方財

政も相当血のにじむような努力をしても人

口に比例する部分がありますから、減少し

てくれば、しかも働く皆さんが少なくなっ

てくれば、それがやっぱり税収として落ち

てくるということで、財政が非常に苦しく

なってくると。 

  こういった大きく言えば背景の中で、こ

れからの社会をどうしようかという各自治

体は自問自答をしていると。そして市民の

皆さんと相談をしていると。その中で長井

市は基本構想として「協働・創造・未来の

鼓動 実感“ながい”」というものを市民

の皆さんから、公募も含めて選んでいただ

いた皆さんからつくり上げていただきまし

た。 

  この基本構想を具体的にやっぱり実現す

るには、基本条例なり、基本計画が必要で

ありますので、今日の基本条例となったわ

けであります。 

  まちづくりの基本条例を策定するに当た

りましては、今後のまちづくりの基本的な

方向性のまず第１、市民の皆さんとの協働

の取り組みを基礎固めしたいと。特に市民

の皆様が行政に参画する仕組み、そしてみ

ずからの権利を実行し、それから利益を得

るというような仕組みをつくることによっ

て、市民の皆さんがまちづくりに積極的に

参加をしていただけるということができる

と思っているところであります。 

  ２番目の最高規範の問題でありますが、

これは法制度上の整備ではなくて、あくま

でも概念的と申しますか、理念的なものだ

ろうと思います。日本国憲法というのはそ

れは最高規範ということでありますが、条

例の中でまちづくりの基本的な条項をしっ

かりと確認していくということであります

ので、概念的、理念的でありますので、こ

の条例は市民の皆様と行政側が一体となっ

たまちづくりを進めていく。行っていく上

での基本的なルールを定めたもの。さらに
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各種の個別制度を計画実行するための制度

を理念的にまとめたものだと私は理解をい

たします。すべての行政運営に当たって留

意しなければならない事項でありますので、

これを最高規範とあらわしたところであり

ます。 

  次に、国民保護条例の問題でありますが、

国民保護計画はご指摘のように9.11のテロ

を直接として、国際的なやっぱり緊迫した

情勢、あるいは朝鮮半島の有事等、あらゆ

る事態にやっぱり対応していかなければ国

民の生命と財産を守っていかなければとい

うことでつくられたものであると私は思っ

ております。 

＋ ＋

  平成16年６月に武力攻撃等における国民

の保護のための処置に関する法律、いわゆ

る国民保護法令が制定されたことによって

各自治体にも具体的な策定を要請されてい

ると。この場合、国民保護法は武力攻撃あ

るいは大規模テロが発生した場合、国民の

生命、身体、財産を保護する。あるいはそ

の事態の被害を最小にするために、国や地

方公共団体等がそれぞれ連携を保ちながら

具体的に措置をしていくということを定め

たものであります。 

  したがいまして、長井市におきましても、

平成18年度において、当該の計画を策定す

るため、本定例会に国民保護協議会条例を

提案させていただいたものでありまして、

基本的に国民保護法が策定されたことによ

り、国民保護協議会を設置し、国民保護計

画を策定することが義務づけられてまいり

ます。山形県におきましても、国で示した

モデル計画によって、今年１月に策定され

たわけでありますが、長井市におきまして

も同様に国から示されるモデルに従って計

画を策定していきたいと考えております。 

  なお、基本的な外交防衛は国の決定で決

まるものだと私も思います。ただこういっ

た保護計画等になってまいりまして、具体

的に地域の住民、市民を守るためにこうす

べきではないか。あるいはこうした方がい

いのではないかということは今後ともあら

ゆる機会を持って市長会等でも検討もされ

ておりますし、いろいろな機会を求めて具

体的な問題については意見を申し上げてい

くというふうに思っているところでありま

す。 

  なお、詳細につきましては各課長から答

弁をさせたいと思います。 

  以上です。 

○大沼 久議長 平 進介総務課長。 

○平 進介総務課長 国民保護協議会関係に

ついてのご質問５点と思いますが、順次ご

説明申し上げたいというふうに思います。 

  最初、国民保護計画の策定についての議

会への対応でございますけれども、この部

分につきましては、今回、協議会条例を提

案させていただいております。これが可決

していただきますと新年度から協議会を立

ち上げて、市でモデル計画、素案に基づい

て長井市国民保護計画案を作成し、その協

議会に諮問し、そこでいろいろ審議してい

ただくというふうになります。それの答申

を受けまして、県との協議、事前と正式と

ありますけれども、これで県との協議が進

んだ後に計画の成立ということで、議会へ

の報告を来年の３月議会あたりをめどに報

告していきたいというふうに考えておると

ころでございます。 

  次に２点目の国民保護法第40条第４項の

条文関係で、委員の選任に関するところで

ございますが、保護法の中では１号から８

号というふうなところでどう定めるのかと

いうふうなところでございます。委員の構

成につきましては、法律で言われておりま
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す指定地方行政機関の職員ということでは、

国土交通省東北地方整備局山形河川国道事

務所長井出張所長さん、また国土交通省東

北地方整備局長井ダム工事事務所長さんあ

たりを予定してございます。また自衛隊の

職員では、陸上自衛隊第20普通科連隊長さ

ん等を予定しております。県職員では置賜

総合支庁総務企画部長、置賜保健所長、置

賜総合支庁建設部長、置賜総合支庁建設部

野川水系ダム管理課長、長井警察署長さん。

それから助役、教育長及び消防長。それか

ら市職員関係では総務課長、財政課長、企

画調整課長、市民課長、建設課長、健康課

長、教育委員会管理課長。指定公共機関ま

たは指定地方公共機関の役員または職員と

いうことでは、長井郵便局長、東北電力株

式会社長井営業所長、ＮＴＴ東日本山形支

店長、山形鉄道株式会社社長さん。あと国

民保護の知識経験を有する者ということで

は、これも例えばですが、地区長連合会の

会長さんとか消防団長さんあたりというふ

うなところで、条例上では30名以内という

ふうにしておりますが、実際これぐらいの

人数になるかどうかにつきましては、今後

さらに検討をしていきたいというふうに考

えております。 

  次に３点目の専門委員の任務でございま

す。これにつきましては、各策定しており

ます保護計画案の内容について各専門的事

項を精査するというふうなことで専門委員

が必要であれば置くことができるというふ

うな法令になっておりますので、この部分

でも条例の中でも置くことができるという

ふうになっております。例えば、国及び県

との連絡調整の分野であれば、国及び県の

職員の方、また安否情報の収集及び提供分

野であれば、電話会社の職員の方やら地区

長連合会の会長さんあたりがそういうふう

な専門委員等に当たられるのかなというふ

うに思っております。またさらに、避難住

民の誘導及び救援分野であれば、自衛隊や

警察、消防、交通機関等からの職員の方、

専門的な知識を有する方、こういったこと

など、市の役割の各分野ごとにそれぞれの

専門分野に精通する者で構成していきたい

というふうに考えております。 

  また４番目の部会でどのような組織と事

務を行うかというふうなことでございます

が、専門委員につきましては置くことがで

きるというふうな法律の定めでございます。

部会を設置することも法律でなく条例で定

めておりますのは、専門委員は法律で定め

がない。条例で定めておりますので、専門

委員と委員が一緒になった会議、合議体、

専門分野を検討する者については部会とい

うふうな名称で設置していきたいというこ

とで、各部会、例えば連絡調整専門部会で

あれば、そういったものを部会として設置

するというようなことであれば、部会長さ

んには委員がなりますし、専門部員の方に

つきましては国の職員とか県の職員、市の

職員、専門分野、現場に精通する職員の方

に入っていただいて、そういった専門的な

ところをご検討いただくというふうなこと

でございます。 

＋

  次に５番目の訓練でございます。訓練に

つきましては、これも先ほど議員からあり

ましたように、国民保護法第42条で、災害

対策基本法の防災訓練との有機的な連携が

図られるように配慮するものとするという

ふうになっております。また、この１月に

策定されました山形県国民保護計画の中の

訓練のところでは、防災訓練における実施

項目を参考にしつつ次に示す訓練を実施す

るというふうにうたっております。 

  一つには、県対策本部を迅速に設置する
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ための職員の参集訓練及び県対策本部設置

運営訓練。二つには、被災情報、安否情報

にかかる情報収集訓練及び警報避難の指示

等の通知伝達訓練。三つ目には、避難誘導

訓練及び救援訓練。四つ目には、通信訓練

と。以上のようなことでございまして、基

本的に国民保護に対しては避難と救援、そ

して武力攻撃に伴う被害の最小化というふ

うな山形県の中では三つの柱がありますが、

こういった部分で考えてみますと、長井市

におけるこういった訓練につきましては、

例年長井市で行っております防災訓練と同

等、同じ時期に同じような形でそれと一緒

になって行っていきたいというふうなとこ

ろで今現在考えているところでございます。 

  以上です。 

○大沼 久議長 松木幸嗣企画調整課長。 

＋ ＋

○松木幸嗣企画調整課長 おはようございま

す。 

  蒲生吉夫議員の質問にお答え申し上げた

いと思います。 

  質問の中身６点ほどあったかなというふ

うに思っています。 

  最初でありますが、条例の並びというよ

うなご質問であったかと思っています。 

  現在、今回の条例そのものの順番であり

ますが、第９条ということで９番目に置か

させていただいています。この並びについ

ては、決まった考え方といいますか、規則

等はないというふうに思っています。先行

しています長井市以外のところでもつくっ

ている市町村がございますので、その自治

体の構成なんかを見ましてもそれぞれであ

ります。一番あとの方に置くというような

自治体もあったり、やはり私どもと同じよ

うなところに置くという自治体があったり

しまして、それぞれであります。 

  並び型の考え方でありますが、やっぱり

一つは全体としてのわかりやすさなり、規

定の重要性を考慮して順序を考えるという

ことで進めさせていただいたところであり

ます。今回の基本条例についてはまちづく

りの基本的なルールを定めるというような

考え方がありますので、重要なのはそのル

ールの核となる基本的な理念であったり、

実際にそれを行う役割を担う市民であった

り市であるという部分だろうと思っていま

す。その部分がまず第一に尊重されなけれ

ばならないんではないかというようなこと

で、現在そのあとに第９条を位置して置い

たところであります。そのあとにまちづく

りに関する基本的な施策等を引っ張るとい

うような形の方が適切ではなかろうかとい

うようなことで第９条の方にセットさせて

いただきました。 

  これについての法令審査会の方の意見等

はどうでしたでしょうかということなんで

すが、並びについての法令審の方からの話

は出なかったというふうに思っています。

後ほど申しますが、法令審の方では、やは

り市長がお答えしました最高規範というこ

とについての質問なり議論がなされたとい

うふうに思っているところであります。 

  続いて最高規範の話でありますが、市長

の方からも話がありましたところです。基

本的には地方自治体で定める法令の最高位

というのは条例であります。条例について

は基本的には上下関係というのはない。む

しろ相互関係であろうというふうに思って

いるところであります。今回のルールとい

うのはあくまでも理念的な話で、まちづく

り基本条例の最高規範を尊重するという意

味でセットさせていただいています。中身

的には、条例の各条文、条文は相当広範に

なっていますので、やはりその意味からも

理念的に最高規範と言ってもいいのではな
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かろうかと。確かに議員おっしゃるように

規範という部分、国語的に言うと、その社

会でそれに従うことが求められる行動など

の形ということでありまして、一つの範を

示しているというふうに、これに基づいて

行政運営をしていかなければならないとい

うふうにうたっているつもりであります。 

＋

  続いて４番目のことですが、個別条例と

の関係であります。個別条例との関係であ

りますが、ご質問の中にありました個人情

報保護条例でありますとか、行政手続条例、

それに情報公開条例等々、三つを挙げられ

ましてご質問だったと思います。その条例

そのものも市民の権利の利益の保護であっ

たりするわけでして、国の制度等と同様な

措置を取るように要請されているといいま

すか、各上位の法律を見ますと、情報公開

法でありますと、やはり第26条に地方自治

体は情報公開に関する施策策定というよう

なことを努めなければならないというよう

な条文になっていますし、行政手続法につ

きましても第38条の方で、やはり行政指導

でありますとか、運営でありますとか、透

明性を確保するために努めなければならな

いという条文になっています。個人情報保

護に関する法律についても、やはり地方自

治体に努めなければならないという条文に

なっておりまして、当然その法律の中を見

ますと、国の法律の適応範囲というのは国

の機関であったり、法律で定める処分であ

ったり、届けであったり、行政手続の場合

ですと行政指導であったりというようなこ

とで、地方自治体に対しては同様の措置を

要請するというふうにとどまっているので

はないかなというふうに考えております。 

  長井市を初め、各地方自治体については、

自治体の判断でやっぱり条例を設定してお

るということでありまして、今回のまちづ

くり基本条例そのものと個別の条例という

ものも同時に存在するわけで、決して法律

の規定によって、今回の基本条例によって

上下関係があるからいきなり縛るというこ

とではないのではないかなというふうに思

っています。 

  これは法律の話でも、例えば国の法律で

見ますと、個人情報保護に関する法律と、

あと行政機関の保有する個人情報保護に関

する法律というような例なんかを見ても、

やっぱり同様な形、基本法があって個別の

制度が存するというようなこともあります

ので、今回ご指摘の部分がありましたんで

すが、こちらの最高規範と言われる基本条

例、さらに個別条例、同時にありながら情

報公開でありますとか、個人の権利保護と

いうようなのを守っていかなくてはならな

いというふうに考えておるところでありま

す。 

  続いて出資法人の関係であります。どう

いう団体を考えていますかという話ですが、

基本的に対象になっていると考えられるの

は、自立計画などで挙げられています第３

セクターということで土地開発公社を初め、

文教の杜なりるる挙がっています。この辺

がやっぱり出資法人なんだろうと思ってい

ますが、現在行政手続条例の方では出資割

合が２分の１という団体については対象に

しているということがありますので、今回

の基本条例においてもそちらと同じような

考え方をしたいと。出資割合が50％以上に

ついて考えていきたいというふうに思って

いるところです。 

  ご指摘の指導のお話であります。確かに

現在行政指導と言われる中身いろいろあろ

うかと思っています。ただ、今回出資法人

そのものについては、やっぱり基本的なこ

とは法人が決定していくということは当然
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趣旨として承知していますし、市の方で指

導するという場合も行政手続条例の方の第

30条の方に行政手続の一般原則というのが

あります。そちらの方に基づいて行うとい

うことになろうかと思っています。その条

例を見ていきますと、あくまでも相手の任

意の協力によってのみ実現されることを留

意しなくてはならないということでありま

すので、相手方の方に協力をいただきなが

らやっていくと。指導といってもある程度

強制というよりもやや緩やかな感じもあり

ますのですが、この条例に従って行ってい

きたいというふうに思っているところであ

ります。 

＋ ＋

  以上、私の方からお答え申し上げます。 

○大沼 久議長 17番、蒲生吉夫議員。 

○１７番 蒲生吉夫議員 きょう質問してお

ります２件とも、それぞれに総務・文教常

任委員会に付託されている案件でございま

すので、その質疑のときにぜひしてもらい

たいと思って私今回質問しているのです。 

  そこで、企画調整課長の答弁もまず言っ

ていることはわかりましたが、かなり苦し

い答弁ですね。やっぱりずっと条例点検し

ていくと、この第９条の最高規範というの

は、やっぱり今の説明ではちょっと納得い

かないところがあります。それと第10条の

情報公開の推進と第18条の公正な行政手続

の確保、第19条の個人情報保護、これにつ

いてはかなりしっかりした法律があって、

しっかりした条例があるんですよ。ここで

うたう必要は全くない。個別条例でいって

いるのはこの３件です。しっかりした条例

があるにもかかわらず３行ぐらいでこれを

表現してしまうというのは、本当にこれ必

要なんだろうかと。決まってないところは

いいと思いますよ、条例化されてないとこ

ろについては。もうちょっとここは精査し

た方がいいのではないかなというふうに思

われるんです。 

  あともっと質問したかったのは、第22条

でいっているまちづくりの協定みたいなと

ころをいっているのですね。第22条ですね。

「市は、積極的に一体的なまちづくりを進

める必要があると認められる相当規模の地

区内における建築物その他の工作物の新築

その他まちづくりに関する行為について、

市民による協定が締結されたときは、これ

を尊重するものとする」と。日本語的にい

っても全く理解できない文書に、私だけな

らいいですよ。総務・文教常任委員会でこ

ういう理解をするんだという説明をいただ

ければいいと思いますが、一番最初言った

ように、これを条例とするからやっぱり問

題なんだと思うんですね。市長が答弁して

いたように、理念的なものだということは

私そのとおりだと思います。それとどちら

かというと条例でなくて、これは宣言的な

文書として定めておくのであれば何も問題

はないわけなんですね。ほかのところに波

及もしないですし。 

  時間があと８分ぐらいなので、ここの部

分については総務・文教常任委員会であさ

って質疑されるわけですから、詳細につい

て質疑いただければありがたいなというふ

うに思います。 

  それと、次の国民保護法を制定するに当

たっての条例についてでありますが、私ら

これについて議論する場所というのはきょ

うしかないのです。一般に議論できるのは

ですね。その意味ではもうちょっと深く検

討したいところがあるわけなんですが、ま

ず、法律にもない、条例にうたっている部

会という部分がありますね。協議会、専門

委員会、部会など、この条例提案の中身で

いきますと、人員はほとんどわからないと
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思いますよ、これ。これに基づいて規則な

んかも整備しろというふうになっているん

じゃないですか。この条例を提案するとき

にその規則を整備しろとなっているんであ

ったら、その規則も含めて資料としてやっ

ぱり出してこないと都合が悪いと思います

ね。さっき言ったように、委員の人数、こ

れはもともと民主的な組織だと私は思って

ないんですけれども、普通は委員を選んだ

ら委員の中から会長というのは選ぶんです

ね。民主的な方法だと思います。これは国

で最初から会長は首長が当たるとこういう

ふうに決めている協議会で、公務員以外に

入るところというのは今言ったように７番

目のところにＮＴＴの幹部職員が当たると

いう部分や、８番目の国民を守るためのそ

ういう知識経験を有する人という部分が市

民が入れる部分ですね。あとは全部国、県、

市の公務員が当たるんです、これ全部。そ

ういう意味では、普通はこういうものをつ

くるときというのは市民の協議会ですから、

市民が市民の有識者の中から選んで当たる

というのが相応なんでしょうけれども、そ

れを選ぶといろいろな意見が出てきてまと

まらなくなるんだと思います、多分。なの

で公務員をほとんど当てれば、あと一般の

民間人がここに入ったって文句は言う人間

はいないと、こういうつくり方がこの法律

だというふうに私は認識しているのです。

その部会などについて、フロー図だとか、

規則だとかというのを整備してあれなんで

すか、整備した上で今回の条例提案になっ

ているのですか。常任委員会のときにはそ

ういう議論をしなければいけなくなると思

うのですね。そこをどういうふうになって

いるかお聞かせください。 

＋

○大沼 久議長 平 進介総務課長。 

○平 進介総務課長 最初に規則の件であり

ますが、この条例の第７条にあります雑則、

この条例に定めるもののほか協議会の運営

に関し必要な事項は会長が協議会に諮って

定めるということで、協議会の中で定めま

すので、規則はございません。 

  次に、部会ですが、部会について法律に

なくて条例で示しておりますのは、専門委

員というのは法律の中では置くことができ

るというふうになっております。ですから

条例の中で専門委員のない条例ももしかす

るとあるかもしれません。その他の自治体

の中では。そうした場合に、専門委員を置

かなければ部会というのはないわけであり

まして、長井の場合は専門委員を置くこと

ができると、専門委員のところも上げてお

りますから、委員の方と専門委員の方が一

緒になって協議する場、これがいわゆる部

会だというふうに示しておりますので、法

律では専門委員が置くことができる規定で

ありますので、その委員と専門委員で組織

する部会については法律で規定することは

できないというふうになると思います。よ

って、この協議会条例の中で部会を置くこ

とができるというふうにしたところでござ

います。 

  以上です。 

○大沼 久議長 17番、蒲生吉夫議員。 

○１７番 蒲生吉夫議員 一般にそういうふ

うにしろというふうに多分になっているの

だと思いますが、法律で定めております第

40条第４項のところに、さっき言われた１

から８までの委員の選出する部分がありま

すね。法律の第40条ですよ。条例にはない

わけですから。私がこれを調べたからわか

っただけの話で、普通はこういうものを提

案するときに常任委員会にやっぱりわかる

資料を提供した上で協議会なりしないと、

全くわからないと思います。わからないう

―９７― 



 

＋

＋ ＋

ちに決めてしまったんではないかなと思っ

て県の保護計画というのを私も100ページの

やつをもらったのです、総務課の方から。

大変いい資料で、これほぼ１日かかったの

ですけれども、全部読ませていただきまし

た。どの程度頭に入ったかわかりませんよ、

私も。だけど読みました。それに基づいて

できたのがきのう藤原議員が提示していた

「県民のあゆみ」のところに４ページにわ

たって書いてあるんですよ。これでいきま

すと、「山形県国民保護計画を作成しまし

た」となっているわけだ。こういう見出し

というのは国民保護計画という言葉そのも

のがとっても響きのいい言葉なんですよ。

だけど正式な言葉はそうじゃないんです。

「武力攻撃事態における国民の保護のため

の措置に関する法律に基づいた保護計画」

と、こういうふうになるのですね、正式に

は。私はこれぐらいの中身を検討してやっ

ているわけで、武力攻撃事態なんていうす

ごいこと書いているのですよ。着上陸侵攻、

ゲリラや特殊部隊による攻撃、弾道ミサイ

ル攻撃、航空攻撃、核兵器など生物兵器、

化学兵器、こういうものに対処するように

市町村でもつくれと、こういうふうになる

んだと思います。 

  ですから、私は今回この協議会を設置す

るというだけでこれをつくったものですか

ら、簡単なんですね。わからないまま過ご

してしまえばこれはそのままなんですよ。

なので、もうちょっとやっぱり総務・文教

常任委員会までの間に全体ゾーンがわかる

ような、国民保護法に基づく計画はどうい

うふうにつくっていくんだというのがわか

るようなやっぱり資料を提供した上で質疑

していった方がいいのではないかなという

ふうに思われますので、これだけ言って時

間がちょうど来ましたので終わりたいと思

います。 

 

 

  大道寺 信議員の質問 

 

 

○大沼 久議長 次に、順位７番、議席番号

３番、大道寺 信議員。 

   （３番大道寺 信議員登壇）（拍手） 

○３番 大道寺 信議員 本定例会にあたり

通告してあります２点について質問いたし

ます。 

  質問内容につきましては、昨日の一般質

問とだぶるところがありますけれども、お

許しをいただきたいと思います。 

  質問の第１点目は、自立計画についてで

あります。 

  私は昨年12月定例会にも自立計画策定の

考え方について質問いたしましたが、去る

２月17日の全員協議会において、平成18年

度から22年度までの５カ年間の行財政改革

である自立計画が示されました。私はこの

３月で区切りを迎える行財政改革が一定の

成果を上げたことや、景気回復基調下で税

収増が見込めるなど、明るい環境にあると

いっても、中期財政展望でも明らかなよう

に、依然として厳しい財政状況にあること

に変わりないことから、改革を継続するこ

とが必要であり、さらに市民との協働によ

るまちづくりを目指すための民間委託を中

心とする計画に基本的に賛成をするもので

あります。これを実践し、着実に成果を上

げるためには市民のさらなる理解と協力が

不可欠であると考えます。 

  そういう視点で以下順次質問いたします

ので、適切なご答弁をお願いを申し上げま

す。 

  まず、第１点目は、自立と合併は矛盾し

―９８― 

＋


